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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　搬送波信号に対して変調信号を用いて周波数変調処理を施すことにより変調送信信号を
生成する送信信号処理部と、
　生成された変調送信信号に対応した超音波を生体に送波し、生体からの反射波を受波し
て受信信号を取得する送受波部と、
　取得された受信信号に対して変調送信信号を用いて復調処理を施すことにより、送受信
信号間における周波数差を反映させた周波数差信号を得る受信信号処理部と、
　周波数差信号の周波数スペクトラムを求めるスペクトラム演算部と、
　周波数差信号の周波数スペクトラムに基づいて生体内組織の位置と速度を求める位置速
度演算部と、
　を有し、
　前記変調信号は、周波数を増加させる信号部分と周波数を減少させる信号部分とを含み
、これにより、周波数が増加する増加時間帯と周波数が減少する減少時間帯とを含んだ変
調送信信号が生成され、
　前記スペクトラム演算部は、増加時間帯と減少時間帯とを含んだ複合時間帯に対応した
周波数スペクトラムである複合時間帯スペクトラムと、増加時間帯に対応した周波数スペ
クトラムである増加時間帯スペクトラムと、減少時間帯に対応した周波数スペクトラムで
ある減少時間帯スペクトラムと、を求め、
　前記位置速度演算部は、複合時間帯スペクトラムと増加時間帯スペクトラムと減少時間
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帯スペクトラムとに基づいて生体内組織の位置と速度を求める、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の超音波診断装置において、
　前記位置速度演算部は、複合時間帯スペクトラムと増加時間帯スペクトラムとの差分で
ある第１差分スペクトラムと、複合時間帯スペクトラムと減少時間帯スペクトラムとの差
分である第２差分スペクトラムと、を求め、第１差分スペクトラムと第２差分スペクトラ
ムとに基づいて生体内組織の速度を求める、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の超音波診断装置において、
　前記位置速度演算部は、第１差分スペクトラムと第２差分スペクトラムとを合成するこ
とにより速度スペクトラムを求め、速度スペクトラム内において互いに複素共役の関係に
ある第１差分スペクトラム成分と第２差分スペクトラム成分との間の周波数差から生体内
組織の速度を求める、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の超音波診断装置において、
　前記位置速度演算部は、速度スペクトラム内において互いに複素共役の関係にある第１
差分スペクトラム成分と第２差分スペクトラム成分との間の中間点の周波数から生体内組
織の位置を求める、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の超音波診断装置において、
　前記変調信号は、周波数を直線的に増加させる信号部分と周波数を直線的に減少させる
信号部分とを含んだ対称三角波である、
　ことを特徴とする超音波診断装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断装置に関し、特に、連続波を利用する超音波診断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置の連続波を利用した技術として、連続波ドプラが知られている。連続波
ドプラでは、例えば、数ＭＨｚの正弦波として構成される送信波が生体内へ連続的に放射
され、生体内からの反射波が連続的に受波される。反射波には、生体内における運動体（
例えば血流）によるドプラシフト情報が含まれる。そこで、その情報を取り出して周波数
解析し、運動体の速度情報を反映したドプラ波形などが形成される。
【０００３】
　連続波を利用した連続波ドプラは、パルス波を利用したパルスドプラに比べて、一般に
高速の速度計測の面で優れている。ところが、連続波ドプラでは、連続波を利用している
ことにより位置計測が困難である。例えば、従来の一般的な連続波ドプラの装置では、位
置計測を行うことができなかった。
【０００４】
　こうした状況のもと、本願発明者は、生体内組織の速度に加えて、生体内組織の位置を
計測することができる連続波ドプラの技術を提案している（特許文献１参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開２００６－１４９１６号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載の技術は、連続波ドプラを基本とする技術でありながら、組織などの
速度に加えて位置も計測することができるという、画期的な技術であった。
【０００７】
　そして、本願の発明者は、上記特許文献１に記載された画期的な技術の改良技術につい
てさらに研究を重ねてきた。
【０００８】
　本発明は、このような背景において成されたものであり、その目的は、連続波を利用し
て速度情報と位置情報とを取得する超音波診断装置に関する改良技術を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明の好適な態様である超音波診断装置は、搬送波信号
に対して変調信号を用いて周波数変調処理を施すことにより変調送信信号を生成する送信
信号処理部と、生成された変調送信信号に対応した超音波を生体に送波し、生体からの反
射波を受波して受信信号を取得する送受波部と、取得された受信信号に対して変調送信信
号を用いて復調処理を施すことにより、送受信信号間における周波数差を反映させた周波
数差信号を得る受信信号処理部と、周波数差信号の周波数スペクトラムを求めるスペクト
ラム演算部と、周波数差信号の周波数スペクトラムに基づいて生体内組織の位置と速度を
求める位置速度演算部と、を有し、前記変調信号は、周波数を増加させる信号部分と周波
数を減少させる信号部分とを含み、これにより、周波数が増加する増加時間帯と周波数が
減少する減少時間帯とを含んだ変調送信信号が生成され、前記スペクトラム演算部は、増
加時間帯と減少時間帯を共に含んだ複合時間帯に対応した周波数スペクトラムである複合
時間帯スペクトラムと、増加時間帯に対応した周波数スペクトラムである増加時間帯スペ
クトラムと、減少時間帯に対応した周波数スペクトラムである減少時間帯スペクトラムと
、を求め、前記位置速度演算部は、複合時間帯スペクトラムと増加時間帯スペクトラムと
減少時間帯スペクトラムとに基づいて生体内組織の位置と速度を求める、ことを特徴とす
る。
【００１０】
　望ましい態様において、前記位置速度演算部は、複合時間帯スペクトラムと増加時間帯
スペクトラムとの差分である第１差分スペクトラムと、複合時間帯スペクトラムと減少時
間帯スペクトラムとの差分である第２差分スペクトラムと、を求め、第１差分スペクトラ
ムと第２差分スペクトラムとに基づいて生体内組織の速度を求める、ことを特徴とする。
【００１１】
　望ましい態様において、前記位置速度演算部は、第１差分スペクトラムと第２差分スペ
クトラムとを合成することにより速度スペクトラムを求め、速度スペクトラム内において
互いに複素共役の関係にある第１差分スペクトラム成分と第２差分スペクトラム成分との
間の周波数差から生体内組織の速度を求める、ことを特徴とする。
【００１２】
　望ましい態様において、前記位置速度演算部は、速度スペクトラム内において互いに複
素共役の関係にある第１差分スペクトラム成分と第２差分スペクトラム成分との間の中間
点の周波数から生体内組織の位置を求める、ことを特徴とする。
【００１３】
　望ましい態様において、前記変調信号は、周波数を直線的に増加させる信号部分と周波
数を直線的に減少させる信号部分とを含んだ対称三角波である、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明により、連続波を利用して速度情報と位置情報とを取得する超音波診断装置に関
する改良技術が提供される。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。
【００１６】
　図１には、本発明に係る超音波診断装置の好適な実施形態が示されており、図１はその
全体構成を示すブロック図である。送信用振動子２０は生体内へ超音波の送信波を連続的
に送波し、また、受信用振動子２２は生体内からの反射波を連続的に受波する。このよう
に、送信および受信が、それぞれ異なる振動子で連続的に実行される。なお、送信用振動
子２０および受信用振動子２２は、それぞれ、複数の振動素子で形成されてもよい。そし
て、複数の振動素子を利用してビームフォーミングを行うことにより、送信用振動子２０
によって送信ビームを形成し、受信用振動子２２によって受信ビームを形成してもよい。
【００１７】
　送信器１８は、送信用振動子２０へ送信信号を供給して超音波を送波させる。送信器１
８には、ＦＭ変調処理が施されたＦＭ連続波（ＦＭＣＷ波）信号が入力され、送信器１８
がＦＭ連続波信号に対応した送信信号を送信用振動子２０へ供給することにより、ＦＭ連
続波が送信用振動子２０から送波される。
【００１８】
　ＦＭ変調器１４は、ＲＦ波発振器１６から供給されるＲＦ波に対して対称三角波に基づ
いて変調処理を施すことにより、ＦＭ連続波信号を発生する。対称三角波は、対称三角波
発生器１２からＦＭ変調器１４へ供給される。対称三角波は、周波数を直線的に増加させ
る信号増加部分と周波数を直線的に減少させる信号減少部分とを含んでおり、対称三角波
の波形は、信号増加部分と信号減少部分とが互いに対称的な二等辺三角形となる。対称三
角波発生器１２は、制御部１０の制御に応じて対称三角波をＦＭ変調器１４へ供給する。
【００１９】
　受信用振動子２２によって生体内からの反射波が連続的に受波されると、前置増幅器２
４および主増幅器２６は、受信用振動子２２から供給される受波信号に対して増幅処理を
施し、受信ＲＦ信号（受信信号）を形成してミキサ２８へ出力する。ミキサ２８は、受信
ＲＦ信号に対して検波を施す回路である。ミキサ２８に供給される参照信号は、ＦＭ変調
器１４から出力されるＦＭ連続波信号である。
【００２０】
　こうして、ミキサ２８において、受信ＲＦ信号（受信信号）に対してＦＭ連続波信号（
送信信号）による検波、つまり受信ＲＦ信号とＦＭ連続波信号の乗算処理が行われ、ロー
パスフィルタ（ＬＰＦ）３０によって高周波数成分が除去されることにより、送受信信号
間の周波数差信号が抽出される。
【００２１】
　なお、ミキサ２８は、受信ＲＦ信号に対して直交検波を施して複素信号を生成してもよ
い。直交検波の場合、ＦＭ変調器１４から出力されるＦＭ連続波信号と、そのＦＭ連続波
信号の位相をπ／２だけずらした信号とによる、二つの信号を参照信号として検波が行わ
れて、同相成分と直交成分の二つの成分が出力される。
【００２２】
　ＬＰＦ３０によって抽出された周波数差信号はスペクトラム演算部３４に供給される。
スペクトラム演算部３４は、例えば、ＦＦＴ演算を行う演算器（ＣＰＵやＤＳＰなど）で
構成され、周波数差信号に関する周波数スペクトラムを求める。なお、スペクトラム演算
部３４は、ゲート設定部３２によって設定されるゲート期間に応じて、周波数スペクトラ
ムを求める。また、スペクトラム演算部３４で求められた周波数スペクトラムに対して、
後段の各部によって適宜処理が実行されることにより、生体内組織の速度情報や位置情報
が求められる。
【００２３】
　以上、概説したように、本実施形態では、対称三角波でＦＭ変調した連続波による超音
波（ＦＭＣＷ波）を送受波し、組織の位置情報や速度情報を取得する。そこで、次に、本
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実施形態による位置情報や速度情報の取得の原理について詳述する。なお、以下において
、図１に示した構成（部分）には図１の符号を付して説明する。
【００２４】
　図２は、生体内組織の速度情報や位置情報が周波数差信号に反映される様子を説明する
ための図である。図２は、対象組織が一つの場合の例を示している。
【００２５】
　図２（Ａ）は、送信信号６０（実線）と固定組織から得られる受信信号６２（破線）の
各々の周波数変化を示している。図２（Ａ）は、横軸を時間軸として縦軸に周波数を示す
ことにより、送信信号６０と受信信号６２の瞬時周波数が変化する様子を示している。
【００２６】
　先に説明したように、本実施形態では、対称三角波を用いた変調処理によって形成され
るＦＭ連続波を送波している。そのため、図２（Ａ）に示すように、送信信号６０は、周
波数が直線的に増加する増加時間帯と周波数が直線的に減少する減少時間帯とを含んでお
り、送信信号６０の波形は二等辺三角形となっている。そして、時間Ｔｍごとに同じ波形
が周期的に繰り返されて、連続波としての送信信号６０が形成されている。
【００２７】
　図２（Ａ）の送信信号６０は、送信用振動子２０から生体内へ送波される送信波に対応
しており、送信用振動子２０から送波された後、生体内を深さ方向へ向かって伝播する。
一方、図２（Ａ）の受信信号６２は、受信用振動子２２によって取得される受波信号に対
応しており、ある深さ（位置）に存在する一つの固定組織から反射された信号を示してい
る。そのため、送信信号６０と受信信号６２との間には、対象組織の位置に応じた遅延時
間が存在する。その遅延時間は、送信信号６０と受信信号６２との間の周波数差となって
現れる。
【００２８】
　図２（Ｂ）は、図２（Ａ）の送信信号６０と受信信号６２との間の周波数差を示してい
る。図２（Ｂ）の横軸に示す時間軸は、図２（Ａ）の時間軸に揃えられており、図２（Ｂ
）の縦軸が周波数差を示している。
【００２９】
　図２（Ａ）の送信信号６０と受信信号６２との間には、図２（Ｂ）に示すように、位置
（深さ）に伴う周波数差ｆｂが存在する。つまり、対象組織の位置に応じた遅延によって
送信信号６０と受信信号６２との間に時間的なずれ（受信信号６２の遅延）が生じること
により、同時刻の送信信号６０と受信信号６２との間に周波数差ｆｂが現れる。周波数差
ｆｂは、送信信号６０の増加時間帯と減少時間帯の各々において同じ量だけ現れている。
【００３０】
　この周波数差ｆｂから対象組織の位置（深さ）Ｌを算出することができる。その算出原
理に関しては、特許文献１（特開２００６－１４９１６号公報）に詳述されている。その
原理を本実施形態に応用すると次のようになる。
【００３１】
　本実施形態において、送信信号６０の周波数が増加する時間Ｔｍ／２の間に周波数が０
からΔｆまで増加すると、単位時間当たりの周波数変化は２Δｆ／Ｔｍとなる。また、送
信用振動子２０から送波された超音波が、対象組織までの距離Ｌだけ伝播し、その位置か
ら反射されて受信用振動子２２に戻ってくるまでの伝播時間τはτ＝２Ｌ／ｃとなる。ｃ
は組織内の音速である。
【００３２】
　そのため、送信信号６０と受信信号６２との間の周波数差ｆｂは、単位時間当たりの周
波数変化と伝播時間とを乗算することにより、ｆｂ＝（２Δｆ／Ｔｍ）×（２Ｌ／ｃ）と
求めることができる。したがって、周波数差ｆｂを計測することにより、既知の値である
Δｆ，Ｔｍ，ｃを利用して、対象組織の位置（深さ）Ｌを算出することができる。
【００３３】
　このように、対象組織が固定組織の場合、位置Ｌは、周波数差ｆｂから比較的容易に算
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出することができる。ところが、移動組織の場合には、移動に伴うドプラシフトの影響を
考慮する必要がある。
【００３４】
　図２（Ｃ）は、送信信号６０（実線）と移動組織から得られる受信信号６２（破線）の
各々の周波数変化を示している。つまり、図２（Ａ）と同様に、図２（Ｃ）は、横軸を時
間軸として縦軸に周波数を示すことにより、送信信号６０と受信信号６２の瞬時周波数が
変化する様子を示している。
【００３５】
　移動組織の場合にも、その位置に応じて、送信信号６０と受信信号６２との間に時間的
なずれ（受信信号６２の遅延）が生じることにより、同時刻の送信信号６０と受信信号６
２との間に周波数差ｆｂが現れる。移動組織の場合には、さらに、組織の移動に伴うドプ
ラシフトｆｄが現れる。つまり、図２（Ｃ）では、ドプラシフトｆｄの影響により、送信
信号６０に対して受信信号６２が縦軸方向にずれている。
【００３６】
　図２（Ｄ）は、図２（Ｃ）の送信信号６０と受信信号６２との間の周波数差を示してい
る。図２（Ｄ）の横軸に示す時間軸は、図２（Ｃ）の時間軸に揃えられており、図２（Ｄ
）の縦軸が周波数差を示している。
【００３７】
　図２（Ｃ）の送信信号６０と受信信号６２との間には、図２（Ｄ）に示すように、位置
（深さ）に伴う周波数差ｆｂに加え、対象組織の移動に伴うドプラシフトｆｄが現れる。
そして、ドプラシフトｆｄによる影響は、送信信号６０の増加時間帯と減少時間帯で互い
に異なっている。つまり、ドプラシフトｆｄを考慮した周波数差は、送信信号６０の増加
時間帯で（ｆｂ－ｆｄ）となり、減少時間帯で（ｆｂ＋ｆｄ）となる。
【００３８】
　図２は、対象組織が一つの場合の例を示しており、この場合には、図２（Ｄ）に示す増
加時間帯の周波数差と減少時間帯の周波数差を加算することによりドプラシフトｆｄをキ
ャンセルすることができ、また、増加時間帯の周波数差と減少時間帯の周波数差の差を求
めることにより位置に伴う周波数差ｆｂをキャンセルすることができる。ところが、生体
内から得られる反射波には、複数の組織部分から得られる複数の反射波が含まれている。
【００３９】
　図３は、複数の組織部分から得られる複数の反射波が周波数差信号に反映される様子を
説明するための図である。
【００４０】
　図３（Ａ）は、送信信号６０の波形と、複数の反射波に対応した複数の受信信号６２の
各波形を示している。つまり、図２（Ａ）などと同様に、図３（Ａ）は、横軸を時間軸と
して縦軸に周波数を示すことにより、送信信号６０と受信信号６２の瞬時周波数が変化す
る様子を示している。なお、図３（Ａ）において、複数の受信信号６２は、互いに異なる
位置（深さ）から得られる信号に対応している。そのため、送信信号６０と各受信信号６
２との間には、組織部分の位置に応じた遅延量が存在する。その遅延量は、各受信信号６
２ごとに異なっている。
【００４１】
　図３（Ｂ）は、図３（Ａ）の送信信号６０と各受信信号６２との間の周波数差を示して
いる。図３（Ｂ）の横軸に示す時間軸は、図３（Ａ）の時間軸に揃えられており、図３（
Ｂ）の縦軸が周波数差を示している。
【００４２】
　図３（Ａ）の送信信号６０と各受信信号６２との間には、図３（Ｂ）に示すように、組
織部分の位置に応じた周波数差が存在する。周波数差は、各受信信号６２ごとに異なって
いる。そのため、図３（Ｂ）に示す波形内には複数の周波数差が現れており、図２（Ｂ）
に示す周波数差が一つだけ現れる場合に比べて、波形が複雑であることがわかる。
【００４３】
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　図３では、ドプラシフトの影響を無視しているが、ドプラシフトを伴う場合には、図３
（Ｂ）に示す各波形にドプラシフトが反映され、さらに複雑な波形となる。本実施形態で
は、こうした複雑な波形内から、複数の組織部分の速度情報と位置情報が抽出される。以
下にその原理を説明する。
【００４４】
　図４は、スペクトラム演算部によって求められる周波数スペクトラムを説明するための
図である。スペクトラム演算部３４は、周波数差信号に対してＦＦＴ演算などを施して、
周波数差信号の周波数スペクトラムを求める。周波数差信号は、図３（Ｂ）を利用して説
明したように、組織部分の位置に応じた周波数差成分を含んでいる。
【００４５】
　図４（ａ）は、周波数差信号の周波数スペクトラムを示している。周波数差信号は、組
織部分の位置に応じた周波数差成分を含んでいるため、図４（ａ）に示す周波数スペクト
ラムには、周波数軸方向に沿って、複数の周波数差成分のスペクトラムが現れている。深
い位置（遠い位置）に存在する組織部分ほど周波数差が大きくなる。つまり、図４（ａ）
の横軸の右方向（周波数が大きくなる方向）に存在するスペクトラムほど、より深い位置
の組織部分から得られたスペクトラムに相当する。
【００４６】
　図４には、縦軸に対して平行な６本の破線上に、固定組織から得られたスペクトラムが
示されている。６本の破線は、互いに異なる位置および周波数に対応している。従って、
図４（ａ）に示された各破線に対応する固定組織のスペクトラムは、互いに異なる位置に
存在する６つの固定組織から得られたものに相当する。そして、周波数が大きいものほど
、深い位置に存在する組織から得られたものとなる。
【００４７】
　図４（ａ）には、さらに、移動組織から得られたスペクトラムも示されている。図２，
図３を利用して説明したように、移動組織から得られる周波数差信号は、移動組織の位置
に応じた成分と、移動組織の移動に伴うドプラシフト成分とを含んでいる。そして、ドプ
ラシフト成分は、図２（Ｄ）に示したように、周波数が増加する増加時間帯と周波数が減
少する減少時間帯とにおいて、周波数差に与える影響が異なっている。つまり、ドプラシ
フト成分（ｆｄ）が加算される場合と減算される場合がある。
【００４８】
　そのため、図４（ａ）において、移動組織から得られるスペクトラムは、その移動組織
の位置に対応した周波数（図２におけるｆｂに相当する）の前後にドプラシフト成分（図
２におけるｆｄに相当する）だけずれた周波数位置に現れている。
【００４９】
　なお、図４（ａ）では、各移動組織の位置に固定組織が存在している。つまり、図４（
ａ）は、６つの固定組織の各々に対応して６つの移動組織が存在する場合を示しており、
互いに対応する固定組織と移動組織がほぼ同じ位置に存在する状態に相当する。図４（ａ
）の周波数スペクトラムは、例えば、互いに異なる深さに存在する６本の血管などから得
られる。その場合、固定組織が血管壁などに対応し、移動組織が血管内を流れる血流に対
応する。なお、本実施形態の超音波診断装置の計測対象は、血管に限定されない。
【００５０】
　図４（ａ）において、各固定組織のスペクトラムの前後に対称的に現れる同一移動組織
から得られるスペクトラムは、互いに複素共役の関係にある。つまり、複素共役のうちの
一方のスペクトラムは縦軸の正方向側に現れており、複素共役のうちの他方のスペクトラ
ムは縦軸の負方向側に現れている。
【００５１】
　同一移動組織から得られるスペクトラムが、互いに複素共役の関係にある二つのスペク
トラムを含むのは、ドプラシフト成分が増加時間帯と減少時間帯とにおいて、周波数差に
与える影響が異なっていることに起因している。
【００５２】
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　図４（ｂ）は、送信信号の周波数が直線的に増加する増加時間帯に対応した周波数スペ
クトラム（増加時間帯スペクトラム）を示している。図４（ａ）との比較から明らかなよ
うに、図４（ｂ）に示す周波数スペクトラムでは、移動組織のスペクトラムが固定組織の
上側（周波数の大きい側）にのみ現れている。一方、図４（ｃ）は、送信信号の周波数が
直線的に減少する減少時間帯に対応した周波数スペクトラム（減少時間帯スペクトラム）
を示している。図４（ｃ）に示す周波数スペクトラムでは、移動組織のスペクトラムが固
定組織の下側（周波数の小さい側）にのみ現れている。
【００５３】
　このように、増加時間帯と減少時間帯に分離してスペクトラムを求めることにより、同
一移動組織から得られる互いに複素共役の関係にある二つのスペクトラムのうちの一方の
みを抽出することができる。
【００５４】
　図４（ａ）～（ｃ）に示すスペクトラムは、スペクトラム演算部３４によって求められ
る。スペクトラム演算部３４は、ゲート設定部３２によって設定されるゲート期間に対応
したスペクトラムを求める。ゲート設定部３２は、送信信号の周波数が増加する増加時間
帯に対応したゲート期間と、送信信号の周波数が減少する減少時間帯に対応したゲート期
間を、送信側で発生させる対称三角波に同期させて設定する。
【００５５】
　そして、スペクトラム演算部３４は、増加時間帯に対応したゲート期間内の周波数差信
号から増加時間帯スペクトラム（図４（ｂ））を求め、減少時間帯に対応したゲート期間
内の周波数差信号から減少時間帯スペクトラム（図４（ｃ））を求める。さらに、スペク
トラム演算部３４は、ゲート期間が設定されていない周波数差信号から、増加時間帯と減
少時間帯とを共に含んだ複合時間帯に対応した複合時間帯スペクトラム（図４（ａ））を
求める。このようにして求められた各種スペクトラムは、スペクトラム演算部３４の後段
の各部に出力される。
【００５６】
　図５は、スペクトラム演算部によって求められた周波数スペクトラムに対する演算を説
明するための図である。
【００５７】
　図５（ｄ）は、図４（ａ）の複合時間帯スペクトラムと、図４（ｂ）の増加時間帯スペ
クトラムとの差分を示している。複合時間帯スペクトラムから増加時間帯スペクトラムを
減算した結果、図５（ｄ）では、固定組織の下側（周波数の小さい側）に現れる移動組織
のスペクトラムのみが抽出されている。なお、複合時間帯スペクトラムから増加時間帯ス
ペクトラムを減算する処理は、減算部３６によって実行される。
【００５８】
　図５（ｅ）は、図４（ａ）の複合時間帯スペクトラムと、図４（ｃ）の減少時間帯スペ
クトラムとの差分を示している。複合時間帯スペクトラムから減少時間帯スペクトラムを
減算した結果、図５（ｅ）では、固定組織の上側（周波数の大きい側）に現れる移動組織
のスペクトラムのみが抽出されている。なお、複合時間帯スペクトラムから減少時間帯ス
ペクトラムを減算する処理は、減算部３８によって実行される。
【００５９】
　図５（ｆ）は、図５（ｄ）のスペクトラムと図５（ｅ）のスペクトラムを加算したスペ
クトラムを示しており、図５（ｆ）のスペクトラムは、加算部４０で求められる。図４（
ａ）との比較において、図５（ｆ）には、固定組織に対応したスペクトラムが除去され、
６つの移動組織に対応したスペクトラムのみが残されている。先に説明したように、同一
移動組織から得られるスペクトラムは、互いに複素共役の関係にある。そして、互いに複
素共役の関係にあるスペクトラム間の周波数軸上における距離（周波数の差）は、各移動
組織の移動速度に比例したドプラシフト（図２におけるｆｄの２倍）に相当する。
【００６０】
　図６は、移動組織のスペクトラムから移動組織の速度と位置を求める処理を説明するた
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めの図である。図６（ｇ）は、図５（ｆ）に示される各移動組織のスペクトラムのピーク
周波数（スペクトラムがピークとなる周波数軸上の位置）とスペクトラムの極性を示した
波形である。図６（ｇ）に示す波形は、ピーク検出部４２によって求められる。
【００６１】
　ピーク検出部４２は、図５（ｆ）の各スペクトラムのピークを検出してピークとなる周
波数を求める。さらに、ピーク検出部４２は、各スペクトラムの極性、つまり図５（ｆ）
の縦軸の正方向側に現れるスペクトラムか負方向側に現れるスペクトラムか、を判断し、
スペクトラムの極性に応じて、図６（ｇ）の各ピーク波形を求める。これにより、各ピー
ク波形は、対応するスペクトラムのピーク位置と極性を示す波形となる。なお、各ピーク
波形の振幅は規格化される。例えば、正方向のピークの振幅を「＋１」、負方向のピーク
の振幅を「－１」とすることによりデジタル信号で表現することができる。
【００６２】
　本実施形態では、図６（ｇ）のように求められた複数のピーク波形について、隣り合う
ピーク波形同士を加算することにより、同一移動組織から得られるピーク波形の組を導き
出す。隣り合うピーク波形同士を加算すると、各ピーク波形が「＋１」または「－１」に
規格化されているため、隣同士の組み合わせ方により、大別して２通りの加算結果が得ら
れる。例えば、図６（ｇ）に示すように、隣り合うピーク波形同士の加算結果が全て「０
」になる組み合わせ方と、隣り合うピーク波形同士の加算結果が「０，＋２，－２，０，
＋２」になる組み合わせ方が存在する。
【００６３】
　同一移動組織から得られるスペクトラムは、互いに複素共役の関係にあるため、同一移
動組織に対応した二つのピーク波形は、互いに極性が異なり、それら二つのピーク波形同
士の加算結果は「０」となる。そこで、隣接ピーク決定部４４は、隣り合うピーク波形同
士の加算結果が全て「０」になる組み合わせ方を選び出す。
【００６４】
　隣接ピーク決定部４４は、例えば、隣り合うピーク波形の組の加算結果の絶対値を各組
ごとに求め、全ての組の絶対値を合計した場合に、その合計値が「０」となる組み合わせ
方を選択する。あるいは、その合計値が他の組み合わせに対して小さい方を選択する。例
えば、図６（ｇ）に示す例では、隣り合うピーク波形同士の加算結果が全て「０」になる
組み合わせ方の場合に絶対値の合計値が「０」となり、隣り合うピーク波形同士の加算結
果が「０，＋２，－２，０，＋２」になる組み合わせ方の場合には絶対値の合計値が「６
」となる。
【００６５】
　図６（ｈ）は、同一移動組織から得られるピーク波形の組を導き出した結果を示してい
る。図６（ｈ）において、周波数軸上に示される波線は、隣り合うピーク波形同士の組み
合わせ方を示すものであり、波線で分断されていないピーク波形同士が、同一移動組織か
ら得られるピーク波形の組となる。同一移動組織から得られるピーク波形の組が決定され
ると、その組を構成する二つのピーク波形の周波数軸上における中間位置が求められる。
【００６６】
　図６（ｉ）は、ピーク波形の組ごとに中間位置が求められた結果を示しており、各組の
中間位置が周波数軸上の菱形によって示されている。菱形が示す周波数は、各移動組織の
位置（深さ）に伴う周波数（図２における周波数差ｆｂ）に相当する。したがって、図６
（ｉ）に示す菱形の部分の周波数、つまり二つのピーク波形の中間位置から、各移動組織
の位置を求めることができる。なお、移動組織の位置に伴う周波数から移動組織の位置を
求める際には、先に説明したとおり、特許文献１に記載された原理が利用される。
【００６７】
　また、二つのピーク波形間の周波数軸上における距離（周波数の差）は、それらピーク
波形の組に対応する移動組織の移動速度に比例したドプラシフト（図２におけるｆｄの２
倍）に相当する。したがって、二つのピーク波形間の周波数軸上における距離から、それ
らのピーク波形に対応した移動組織の移動速度を求めることができる。ドプラシフト成分
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から速度を求める技術については、従来から公知の技術が利用される。なお、本実施形態
において、移動組織の位置と速度は、位置速度情報算出部４６によって求められる。
【００６８】
　隣接ピーク合成部４８は、隣接するピーク波形に対応したスペクトラム成分を合成する
。つまり、図５（ｆ）に示した、同一移動組織から得られる互いに複素共役の関係にある
スペクトラム同士を合成し、その移動組織から得られる反射電力に比例した合成スペクト
ラムを求める。求められた合成スペクトラムは、移動組織の位置に対応した周波数にシフ
トされる。隣接ピーク合成部４８は、各移動組織ごとに合成スペクトラムを求めて、画像
形成部５０へ出力する。
【００６９】
　図７は、画像形成部５０によって形成される速度位置画像を説明するための図である。
図７に示される各スペクトラム表示は、各移動組織から得られる合成スペクトラムに対応
している。つまり、図４（ａ）に示した６つの移動組織の各々から合成スペクトラムが求
められ、求められた各合成スペクトラムを対応する移動組織の位置（周波数軸上の位置）
にシフトして表示したものである。合成スペクトラムは、移動組織から得られる反射電力
に比例しており、従って、図７に示される各スペクトラム表示は、その位置（周波数軸上
の位置）に存在する移動組織の反射電力の大きさを示すことになる。
【００７０】
　また、図７の各スペクトラム表示上には、各移動組織の速度の大きさとその方向を示す
矢印の表示態様が設けられている。つまり、各移動組織の速度の大きさが矢印の長さで表
現され、速度の方向が矢印の向きで表現されている。図７に示す速度位置画像は、例えば
、モニタに表示され、ユーザはモニタに表示される速度位置画像から、移動組織の位置と
速度を視覚的に確認することができる。
【００７１】
　なお、超音波ビームを２次元平面内で走査させ、走査によって得られる複数の超音波ビ
ームの各々から、図７に示す各スペクトラム表示（合成スペクトラム）を求めることによ
り、移動組織の位置と速度を２次元断層上で表現することも可能である。例えば、各移動
組織の合成スペクトラムが移動組織から得られる反射電力に比例していることから、合成
スペクトラムに応じて断層画像上の輝度を設定することにより、Ｂモード画像に相当する
画像を形成することが可能になる。
【００７２】
　さらに、スペクトラム演算部３４において求められる図４（ａ）のスペクトラムと、加
算部４０において求められる図５（ｆ）のスペクトラムの差分を減算部５２で求めること
により、各固定組織に対応したスペクトラムのみを抽出することができる。そして、位置
情報算出部５４において、各固定組織に対応したスペクトラムから各固定組織の位置（深
さ）を求めて、画像形成部５０で形成される速度位置画像に固定組織の位置情報を反映さ
せてもよい。また、断層面に対する速度の極性を色で表示してもよい。例えば、断層面を
手前から奥に向う血流を青、奥から手前に向う血流を赤で表示してもよい。
【００７３】
　以上、本発明の好適な実施形態を説明したが、本実施形態は、例えば次のような利点を
有している。
【００７４】
　一般に、パルス波を利用する場合（パルス方式の場合）、ＳＮＲを向上させるためには
、超音波パルスの尖頭値電力を大きくしなければならない。超音波パルスの尖頭値電力を
大きくするためには、送信部の回路の高耐圧化や受信側への漏れ防止対策などが必要にな
るなど、回路構成が複雑になる。もちろん、超音波パルスの尖頭値電力を大きくした場合
、ピーク音圧による生体への影響も考慮する必要がある。また、パルス方式で距離分解能
を確保する場合、パルスの立ち上がり、立ち下り時間を小さくするために、受信系を広帯
域に保つ必要がある。
【００７５】
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　本実施形態では、連続波を利用しているため、復調したベースバンド信号の周波数スペ
クトラム帯域を狭帯域化することができ、パルス方式に比べて信号対ノイズ比（ＳＮＲ）
の向上が期待できる。しかも、距離分解能をパルス方式と同等に保つことができる。また
、本実施形態では、パルス方式の場合に比べて、高耐圧化が不要となるので回路構成を簡
単にすることができ、さらに、装置の小型化や低消費電力化にも有利である。
【００７６】
　また、本実施形態では、連続波を利用しているにも関わらず、対象組織の速度を測定す
ることに加えて、対象組織の位置を測定することができる。さらに、測定速度の上限は、
変調周波数によって制限されない。そして、超音波ビーム上に散在する複数の移動組織の
速度計測において、従来のパルス方式や従来の連続波ドプラでは測定できなかった低速度
の測定も可能になる。
【００７７】
　以上、本発明の好適な実施形態を説明したが、上述した実施形態は、あらゆる点で単な
る例示にすぎず、本発明の範囲を限定するものではない。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】本発明に係る超音波診断装置の全体構成を示すブロック図である。
【図２】生体内組織の速度情報や位置情報が周波数差信号に反映される様子を説明するた
めの図である。
【図３】複数の組織部分から得られる複数の反射波が周波数差信号に反映される様子を説
明するための図である。
【図４】スペクトラム演算部によって求められる周波数スペクトラムを説明するための図
である。
【図５】スペクトラム演算部によって求められた周波数スペクトラムに対する演算を説明
するための図である。
【図６】移動組織のスペクトラムから移動組織の速度と位置を求める処理を説明するため
の図である。
【図７】画像形成部によって形成される速度位置画像を説明するための図である。
【符号の説明】
【００７９】
　１２　対称三角波発生器、１４　ＦＭ変調器、３４　スペクトラム演算部、４６　位置
速度情報算出部、５０　画像形成部。
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